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【表紙】 
 

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月28日 

【事業年度】 第118期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

【会社名】 日本郵船株式会社 

【英訳名】 Nippon Yusen Kabushiki Kaisha 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 宮原 耕治 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目３番２号 

【電話番号】 東京(０３)３２８４局６０５０番 

【事務連絡者氏名】 主計グループ長 湯川 毅 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内二丁目３番２号 

【電話番号】 東京(０３)３２８４局６０５０番 

【事務連絡者氏名】 主計グループ長 湯川 毅 

【縦覧に供する場所】 日本郵船株式会社横浜支店 

（横浜市中区海岸通三丁目９番地） 

日本郵船株式会社名古屋支店 

（名古屋市中区新栄町一丁目１番地） 

日本郵船株式会社関西支店 

（神戸市東灘区向洋町東四丁目25番） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目３番17号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 
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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年６月28日付をもって提出いたしました第118期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価

証券報告書の記載事項の一部について訂正を要する箇所がありましたので、これを訂正するために有価証券報告書

の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

２ 財務諸表等 

(1）財務諸表 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は 罫で表示しております。 
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(2) ／ 2006/06/30 15:14 (2006/06/30 15:14) ／ 641001_02_020_2k_06327637／提出理由／os2日本郵船／訂正有報（118期）.doc 

2

第一部【企業情報】 

第５【経理の状況】 

２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

（訂正前） 

前事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は294,061百万円

である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は304,445百万円

である。 

※２．有形固定資産の取得価額から控除されている国庫

補助金等による圧縮記帳額は446百万円である。 

※２．有形固定資産の取得価額から控除されている国庫

補助金等による圧縮記帳額は447百万円である。 

※３．担保に提供している資産 ※３．担保に提供している資産 
  

現金・預金 112百万円

船舶(北陸丸等29隻) 94,973 〃 

建物(六甲総合物流センター等) 4,355 〃 

土地(六甲総合物流センター敷
地等) 

2,172 〃 

投資有価証券 11,095 〃 

関係会社株式 1,761 〃 

その他長期資産 151 〃 
  

  
現金・預金 118百万円

船舶(北陸丸等27隻) 82,881 〃 

建物(六甲総合物流センター等) 2,864 〃 

土地(六甲総合物流センター敷
地等) 

1,357 〃 

投資有価証券 11,111 〃 

関係会社株式 560 〃 
  

は次の債務の担保に提供されている。 は次の債務の担保に提供されている。 
  

短期借入金 10,262百万円

長期借入金 44,170 〃 
  

  
短期借入金 9,736百万円

長期借入金 35,005 〃 
  

※４．区分掲記したもの以外の関係会社に対する資産の

合計は30,191百万円であり、このうち海運業未収金

は7,253百万円である。 

※４．区分掲記したもの以外の関係会社に対する資産の

合計は25,746百万円であり、このうち海運業未収金

は5,593百万円である。 

※５．関係会社に対する負債の合計は35,859百万円であ

る。 

※５．関係会社に対する負債の合計は50,579百万円であ

る。 
  
※６．授権株数 普通株式 2,983,550,000株
  

  
※６．授権株数 普通株式 2,983,550,000株
  

 但し、定款の定めにより、株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

 但し、定款の定めにより、株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずる。 
  

発行済株式総数 普通株式 1,230,188,073株
  

  
発行済株式総数 普通株式 1,230,188,073株

  
※７．自己株式 ※７．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

8,568,571株である。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

9,255,824株である。 
  
  
  

 



 

－  － 
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（訂正後） 

前事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は294,061百万円

である。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は304,445百万円

である。 

※２．有形固定資産の取得価額から控除されている国庫

補助金等による圧縮記帳額は446百万円である。 

※２．有形固定資産の取得価額から控除されている国庫

補助金等による圧縮記帳額は447百万円である。 

※３．担保に提供している資産 ※３．担保に提供している資産 
  

現金・預金 112百万円

船舶(北陸丸等29隻) 94,973 〃 

建物(六甲総合物流センター等) 4,355 〃 

土地(六甲総合物流センター敷
地等) 

2,172 〃 

投資有価証券 11,095 〃 

関係会社株式 1,761 〃 

その他長期資産 151 〃 
  

  
現金・預金 118百万円

船舶(北陸丸等27隻) 82,881 〃 

建物(六甲総合物流センター等) 2,864 〃 

土地(六甲総合物流センター敷
地等) 

1,357 〃 

投資有価証券 11,111 〃 

関係会社株式 560 〃 
  

は次の債務の担保に提供されている。 は次の債務の担保に提供されている。 
  

短期借入金 10,262百万円

長期借入金 44,170 〃 
  

  
短期借入金 9,736百万円

長期借入金 35,005 〃 
  

※４．区分掲記したもの以外の関係会社に対する資産の

合計は30,191百万円であり、このうち海運業未収金

は7,253百万円である。 

※４．区分掲記したもの以外の関係会社に対する資産の

合計は25,746百万円であり、このうち海運業未収金

は5,593百万円である。 

※５．関係会社に対する負債の合計は35,859百万円であ

り、このうち預り金は26,440百万円である。 

※５．関係会社に対する負債の合計は50,579百万円であ

り、このうち預り金は38,958百万円である。 
  
※６．授権株数 普通株式 2,983,550,000株
  

  
※６．授権株数 普通株式 2,983,550,000株
  

 但し、定款の定めにより、株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

 但し、定款の定めにより、株式の消却が行われた

場合には、これに相当する株式数を減ずる。 
  

発行済株式総数 普通株式 1,230,188,073株
  

  
発行済株式総数 普通株式 1,230,188,073株

  
※７．自己株式 ※７．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

8,568,571株である。 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

9,255,824株である。 
  
  
  
 




